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ごあいさつ 

 

本市では、SDGs（持続可能な開発目標）の推進に取り組んでいます。 

その中の目標６では「すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な

管理を確保する」というゴールが掲げられています。  

この目標の達成するために、下水道は日常生活に欠かせない非常に重要な

インフラ（社会基盤）です。 

しかしながら、本市の下水道の普及は整備途上ですが、平成の初期に整備

された施設や民間開発地から引き継いだ施設の老朽が進行しています。 

今後、少子高齢化や人口減少が進む中、どのようにして、この財産を引継

いでいくのかが喫緊の課題です。 

そこで、今般、阪南市下水道経営戦略を策定し、今後の下水道事業の方向

性を定めました。 

最後になりましたが、本経営戦略策定にあたり、ご尽力を賜りました阪南

市下水道事業経営戦略策定審議会委員及び関係者の皆様に対し、厚くお礼申

し上げます。 

 

令和 3 年 3 月 

 

阪 南 市 長 

水 野 謙 二 
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第１章  下水道事業経営戦略策定について  

１  経営戦略策定の趣旨と位置づけ  

（１）経営戦略策定の趣旨  

下水道は、快適で安全な生活環境を確保し、公共用水域の水質保全、浸水被害の防止（雨水の排除）

のため、欠かすことのできない重要な都市基盤施設として大きな役割を担っています。 

本市の公共下水道は、昭和 6３年 3 月に都市計画決定、同年 8 月に都市計画法事業認可を受け、平

成元年度に公共下水道工事に着手し、平成 5 年度に供用開始以来、流域下水道の下流部から市の中心部

の面整備を図りつつ、人口密度の高い地域や大規模開発に伴い設置された下水処理場（コミュニティー

プラント）の接続を優先し、使用料収入等の財源確保を図り、効率的かつ効果的な下水道の整備普及に

努めてきたところです。 

しかしながら、大阪府が事業主体として整備してきた南大阪湾岸南部流域下水道が府内で最も遅く事

業着手したということや財政健全化を図るため、工事を抑制したこと等により、本市の令和元年度にお

ける下水道普及率は 52.3％で、全国平均（79.7％）や大阪府内の他市町村より低い水準（府内ワース

ト 3 位）にあります。そのため、依然として整備途上にあり、今後も引き続き整備促進を図っていく必

要があります。併せて、既存施設についても老朽化や耐用年数の超過等による改築更新を行っていく必

要があります。 

また、全国的に少子高齢化に伴う人口減少や生活様式の多様化等により、今後の使用料収入について

は、下水道普及率向上に伴う大幅な増加は期待できない中、独立採算制を基本原則とする公営企業をめ

ぐる経営環境は厳しさを増しています。本市の下水道事業の経営状況としても、年々人口減少及び高齢

化が進み、下水道使用料の収入が減少する傾向にあり、一般会計からの繰入金収入に依存している状況

にあります。 

このような本市下水道事業における状況の変化を踏まえつつ、今後予想される厳しい経営環境に適切

に対応し、日常生活に欠かすことのできない重要な下水道サービスの提供を、将来にわたり安定的に持

続可能とするための指針として下水道事業経営戦略（以下「経営戦略」という。）を策定しました。 

  
阪南市のマンホール 
中央に市章、まわりに市の木である「松」と市の花である「さつき」、生活を豊かにし自然を潤す「水」

を配しています。 
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（２）経営戦略の位置づけ  

総務省は、公営企業が将来にわたって安定的に事業を継続していくため、「公営企業の経営に当たっ

ての留意事項について」（平成 26 年 8 月 29 日付）や「経営戦略の策定推進について」（平成 28 年

1 月 26 日付）等により、中長期的な基本計画である「経営戦略」の策定を求めています。 

また、国土交通省は、昨今の社会経済情勢の変化に対応するため、管理運営時代の新たな下水道の政

策体系として「新下水道ビジョン」（平成 26 年 7 月）を策定しています。その中で、新たな下水道の

使命として「持続的発展が可能な社会の構築に貢献」することを掲げており、長期ビジョンやその目標

及び具体的な施策を示しています。 

さらに、大阪府は、大阪湾の水質環境基準達成のため、下水道整備の基本計画である「大阪湾流域別

下水道整備総合計画」（平成 22 年 8 月）の策定の他、下水道事業を取り巻く状況及び課題に的確に対

応し、安定した下水道サービスを継続して提供するために「大阪府流域下水道事業経営戦略」（平成 30

年 3 月）を策定しています。 

こうした流れの中、本市においても「阪南市総合計画」（平成 29 年 3 月）や、「阪南市生活排水処

理基本計画」（平成 25 年 3 月）を踏まえて、下水道事業における中長期的な経営の基本計画として経

営戦略を策定しました。 

  
経 営 戦 略 の 位 置 づ け 

阪南市下水道事業 

経営戦略 

阪南市 

国交省 

大阪府 

総務省 

阪南市総合計画 

新下水道 
ビジョン 

公営企業の 
経営に当たっての 
留意事項について 

経営戦略の 
策定推進について 

大阪湾流域別 
下水道整備 
総合計画 

大阪府流域下水道 
事業経営戦略 

阪南市生活排水 
処理基本計画 
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２  計画期間  

総務省が経営戦略の策定に当たっての実務上の指針として示している「経営戦略ガイドライン」にお

いては、「中長期的な視点から経営基盤の強化等に取り組むことができるように、計画期間は 10 年以

上を基本とする」とされています。 

本市においてもこの考え方を取り入れ、令和 3 年度～令和 12 年度の 10 年間を経営戦略の計画期

間とします。 

 

  

  

経 営 戦 略 の 計 画 期 間 

経 営 戦 略  

R3.4  R4     R5     R6     R7     R8     R9    R10 R11 R12 R13.3 
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第２章  下水道事業の現状と課題  

１  事業概要   

（１）阪南市の地理的条件と特色  

本市は大阪府の南部に位置し、東西約 8ｋｍ、南北約 6ｋｍ、面積約 36.17ｋ㎡の市域を有し、そ

のうち約 60％が和泉山脈の山林となっています。 

また、古くからの市街地が和泉山脈から流れ出る河川がつくった平野部に広がり、大阪近郊として高

度経済成長期以降に開発された住宅地が和泉山脈裾野の丘陵部に広がっています。 

このように、市街地や住宅地を囲むように、波静かな海と緑豊かな山林が近接しているため、海と山

を中心とした自然環境に恵まれています。 

また、瀬戸内式気候の地域に属し、雨量は少なく、冬は温暖であり、自然災害が少なく暮らしやすい

まちです。 

 

阪 南 市 の 位 置 
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（２）下水道事業の概要  

本市の公共下水道は、昭和 63 年 3 月に都市計画決定を行い、同年 8 月に都市計画法事業認可を受

け、平成元年度に公共下水道工事に着手しました。その後、平成 3 年 9 月には流域下水道に参画、平

成 5 年 7 月に供用開始を行い、以降も順次整備を図ってきました。その結果、令和元年度末時点での

公共下水道整備済区域の面積は 554ha となっています。 

また、経営状況や財政状態の明確化、経営の効率化及び健全化を図るため、平成 30 年 4 月に地方公

営企業法の一部（財務規定等）を適用し、特別会計（官庁会計）方式から公営企業会計方式へと移行し

ました。 

 

 

 

  

 下水道事業の沿革及び概要  

  阪南市 大阪府：南大阪湾岸南部処理区 

昭和 63 年 3 月 都 市 計 画 決 定 - 

昭和 63 年 7 月 下 水 道 法 事 業 許 可 （ 当 初 ）  - 

昭和 63 年 8 月 都 市 計 画 法 事 業 認 可 （ 当 初 ） - 

昭和 63 年 12 月 - 岬 阪 南 汚 水 幹 線 着 手 

平 成 元 年 度 公 共 下 水 道 工 事 着 手 - 

平成 3 年 9 月 
南 大 阪 湾 岸 南 部 流 域 下 水 道 に 参 画 

南大阪湾岸南部流域下水道組合設立（3 市 1 町） 
- 

平成 3 年 10 月 市 制 施 行 - 

平成 5 年 7 月 公 共 下 水 道 供 用 開 始 （ 尾 崎 ・ 下 出 地 区 ） 
南 部 処 理 場 供 用 開 始 

（ 1 2 , 7 0 0 ㎥ ／ 日 最 大 ） 

平成 12 年 4 月 機 構 改 革 （ 事 業 部 よ り 上 下 水 道 部 ） 
南 部 処 理 場 （ 拡 大 ） 供 用 開 始 

（ 2 5 , 4 0 0 ㎥ ／ 日 最 大 ） 

平成 20 年 3 月 南 大 阪 湾 岸 南 部 流 域 下 水 道 組 合 解 散 建設・維持管理を大阪府へ一元化 

平成 30 年 4 月 
地方公営企業法を一部（財務規定等）適用し、 

特 別 会 計 か ら 公 営 企 業 会 計 へ 移 行 
- 

平成 31 年４月 
機構改革（水道部局が大阪広域水道企業団へ移行

のため上下水道部廃止となり事業部へ編入） 
- 

下 水 道 事 業 の 沿 革 
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①  行政人口 53,600 人 

②  処理区域内人口 28,040 人 

③  下水道普及率（②÷①×100） 52.3% 

④  水洗化人口 24,411 人 

⑤  告示済人口 28,155 人 

⑥  水洗化率（④÷⑤×100） 86.7% 

 汚水管渠 116km 

 雨水管渠 29km 

 年間有収水量 2,390,157㎥ 

公 共 下 水 道 の 整 備 状 況（ 令 和 元 年 度 末 時 点 ） 

市街化区域　1,191ha
（下水道事業 計画決定区域）

公共下水道整備済　554ha

凡例（令和元年度末時点）

公 共 下 水 道 事 業 の 概 要（ 令 和 元 年 度 末 時 点 ） 
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家庭等から出た汚水と雨水を合わせて下水といいますが、下水を処理場まで送る方式には合流式と分

流式の２つがあり、本市の公共下水道は分流式を採用しています。 

合流式下水道は、汚水と雨水を同じ管で下水処理場まで送ります。そのため埋設する管が一本でよく、

工事費が安い利点があります。ただし、大量の雨が降った時に汚水が混じった雨水が海域等に放流され

る場合があるという欠点があります。 

一方、分流式下水道は汚水と雨水の管が分かれています。それぞれの専用の管で汚水は下水処理場へ、

雨水は川や海に直接放流するため、環境面でも衛生面でも優れています。ただし、複数の管となるため

工事費が高くなります。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下水道事業の種類 

 

 

 

 

 下水道の仕組み  

下 水 道 法 上 の 下 水 道 の イ メ ー ジ 図 

合 流 式 下 水 道 の イ メ ー ジ 図 

「下水道施設の構成と下水の排除方式」（国土交通省）

（https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/mizukokudo_sewerage_tk_000416.html）を加工して作成 

分 流 式 下 水 道 の イ メ ー ジ 図 

歩道 道路 

 汚水と雨水 

 汚水  雨水 

歩道 道路 

●大阪府施行（赤字） 

流域下水道 

 

流域幹線管渠、ポンプ場、終末

処理場等の建設・維持管理 

●市町村施行（青字） 

流域関連公共下水道 

 

枝線管渠、ポンプ場等の建設・

維持管理 

上記の他、府施行分の建設・維

持管理費の負担 

流域関連公共下水道 

A町 

B市 

E市 

C 市 

D 市 

流域下水道 

ポンプ場 

処理場 

単独公共下水道 

処理場 

（水みらいセンター） 

ポンプ場 

ポンプ場 

「下水道の仕組み」（大阪府）（http://www.pref.osaka.lg.jp/gesui_jigyo/point/gesui_shikumi.html）を加工し

て作成 
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*１ 南大阪湾岸南部流域下水道事業の概要 

① 流域関連公共下水道 

流域関連公共下水道とは、公共下水道のうち、主として市街化区域における下水を排除または処理す

るために市町村が管理する下水道で、流域下水道に接続するものをいいます。 

本市の場合、大阪府の流域下水道に接続しています。 

 

② 流域下水道 

流域下水道とは、2 以上の市町村に跨る流域のうち、都道府県が主体となり管理する下水道です。流

域下水道幹線管渠、ポンプ場及び終末処理場等から構成され、その建設及び維持管理は都道府県が行い

ます。本市の場合、泉南市、泉佐野市、岬町との 3 市 1 町で南大阪湾岸南部流域下水道（*１）を構成

しています。  

 

 

 

 

本市の公共下水道を流れる汚水は、流域下水道幹線である岬阪南幹線を通り、泉南市のりんくう

タウンにある大阪府の南大阪湾岸南部流域下水処理場（南部水みらいセンター）へ集められ、浄化

処理された後、大阪湾へ放流されます。南大阪湾岸南部流域下水処理場では、閉鎖性水域である大

阪湾の水質保全を図るため、富栄養化の要因となる窒素やリンを除去する高度処理を実施していま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 下水道事業の種類  

項   目 全体計画 令和元年度末時点 

処理面積 4,292ha 2,166ha 

処理人口 137,630 人 74,661 人 

処理能力 68,700㎥／日 25,400㎥／日 

関連都市 泉佐野市、泉南市、岬町、阪南市 

南 大 阪 湾 岸 南 部 流 域 下 水 道 事 業 概 要 

※大阪府「令和元年度 大阪府流域下水道維持管理報告書」より 
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（３）下水道使用料の状況  

本市の下水道使用料体系は、基本料金で 1 か月間の汚水量 8 ㎥まで使用可能とし、8 ㎥超の使用に

ついては従量料金として加算されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下水道事業の経費等は、地方公共団体の一般会計または他の特別会計で負担すべきものを除き、下水

道使用料等をもって賄わなければならないとされています。そのため、更新投資に要する経費等を使用

料収入で賄うことが困難である場合には、経費の最大限の合理化を前提として、使用料の見直しが必要

となることがあります。  

 現在の下水道使用料体系と考え方  

区分 水量 使用料 

一般汚水 

8㎥まで 基本料金 903 円 

9  ～ 10  ㎥ 

超過料金 

1㎥につき 

136 円 

11  ～ 15  ㎥ 141 円 

16  ～ 20  ㎥ 147 円 

21  ～ 30  ㎥ 152 円 

31  ～ 50  ㎥ 165 円 

51  ～ 100  ㎥ 206 円 

101  ～ 200  ㎥ 232 円 

201  ～ 500  ㎥ 249 円 

501  ～ 1,000  ㎥ 276 円 

1,001㎥以上 300 円 

公衆浴場用 1㎥につき 24 円 

※税抜金額       

現 在 の 下 水 道 使 用 料 （ 令 和 元 年 10 月 改 定 ） 
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公共下水道を供用開始した平成 5 年 7 月以降、費用の適正を図るため、5 度の使用料改定を実施し

ています。 

平成 26 年 4 月の使用料改定以降は 5 年間据え置いていましたが、汚水処理にかかる費用を賄うた

めに、令和元年 10 月に平均 8.0％の改定を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 下水道使用料改定の推移  

改定年月 

改定後１か月 

あたり 20㎥ 

使用料 

平均 

改定率 

平成５年７月 1,350 円 - % 

平成 15 年４月 1,560 円 16.1% 

平成 18 年４月 1,910 円 17.0% 

平成 22 年４月 2,245 円 15.0% 

平成 26 年４月 2,495 円 10.5% 

令和元年 10 月 2,615 円 8.0% 

※税抜金額   

下 水 道 使 用 料 改 定 の 沿 革 

1 か月あたりの 20 ㎥使用料の推移（実績・税抜金額） 

1,350
1,560 

1,910 

2,245 

2,495 
2,615 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

H5.7 H15.4 H18.4 H22.4 H26.4 R1.10

使用料（円）

（年月）

使用料（20㎥／月）
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本市の使用料は 8㎥までを基本料金としていますが、水量 8㎥を使用した場合、本市の使用料は 993

円です。これに対し、類似団体（*2）の使用料平均は 1,193 円であり、本市の基本料金よりも約 200

円高くなっています。 

また、一般家庭の標準的な水量 20㎥を使用した場合、本市の使用料は 2,876 円です。 

これに対し、類似団体の使用料平均は 2,818 円であり、本市の使用料とほぼ同一の水準となってい

ます。 

 

なお、大阪府内の市町村で 20㎥あたりの使用料を比較すると、大阪府平均 2,294 円に対して、本

市は 2,876 円であり、大阪府内で 2 番目に高い使用料となっています。 

 下水道使用料の類似団体比較  

類似団体との使用料比較（８㎥） 

993 
1,193 

0

500

1,000

1,500

阪南市 類似団体平均

使用料（円）

使用料

※令和元年 10 月 1 日時点（税込金額） 

類似団体との使用料比較（20 ㎥） 

2,876 2,818 

0

1,000

2,000

3,000

阪南市 類似団体平均

使用料（円）

使用料

大阪府内の他市町村との使用料比較（20 ㎥） 

※令和元年 10 月 1 日時点（税込金額） 

1,276 

2,876 
2,877 

2,294 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

大
阪
市

池
田
市

豊
中
市

吹
田
市

門
真
市

河
南
町

田
尻
町

箕
面
市

高
槻
市

大
東
市

岬
町
島
本
町

茨
木
市

守
口
市

東
大
阪
市

貝
塚
市

四
條
畷
市

大
阪
狭
山
市

羽
曳
野
市

摂
津
市

能
勢
町

富
田
林
市

寝
屋
川
市

藤
井
寺
市

千
早
赤
阪
村

和
泉
市

泉
佐
野
市

豊
能
町

熊
取
町

忠
岡
町

八
尾
市

太
子
町

交
野
市

枚
方
市

高
石
市

河
内
長
野
市

柏
原
市

堺
市
泉
南
市

松
原
市

岸
和
田
市

阪
南
市

泉
大
津
市

使用料（円）

使用料 大阪府内平均使用料



第２章 下水道事業の現状と課題 

 

12 

 

 

 

 

本市の状況を他の市町村と比較するに当たり、できる限り同様の条件で比較する必要があります。 

そこで、経営比較分析表における類似市町村及び地域の類似する市町村のうち、地方公営企業法を

適用する市町を選定し、以下の 11 の市町を本市の類似団体として設定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

*2 類似団体 

選定の観点と基準 

処理区域内人口３万人以上 

処理区域内人口密度区分５０人／ｈａ以上 

供用開始後年数３０年未満 

 

泉州 9 市 4 町内から２市 

（※一定規模以上の市は除く） 

地域の類似性 

経営比較分析表における類似団体区分 

選定した市町村（11 市町） 

埼玉県日高市・愛知県稲沢市・大阪府河内長野市・ 

高知県南国市・福岡県糸島市・福岡県篠栗町・ 

福岡県志免町・福岡県粕屋町・長崎県時津町 

大阪府岸和田市・大阪府和泉市 

地方公営企業法適用の市町 

（平成 29 年度末時点） 
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本市の使用料収入は、下水道普及率向上のための整備や、令和元年度 10 月に実施した使用料改定等

により、増加傾向となっています。しかし、今後は全国的な人口減少に加え、省資源化、節水意識の向

上等により有収水量が減少し、使用料収入の伸びが鈍化するものと予想されます。 

 

 

  

 使用料収入の推移  

使用料収入の推移（実績・税抜金額） 

330,650 332,484 332,862 
328,833 

338,328 

250,000

270,000

290,000

310,000

330,000

350,000

H27(2015) H28 H29 H30 R1(2019)（年度）

使用料収入

使用料収入（千円）
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２  現状と課題  

（１）下水道普及率  

令和元年度末時点での本市の行政区域内人口53,600人のうち、下水道の処理区域内人口は28,040

人であり、行政人口に対して実際に汚水管渠を整備した区域内の人口の割合を示す下水道普及率は

52.3％となっています。本市においては下水道の整備が進む中、人口が減少し、併せて下水道へ接続し

ていた人口も減少している傾向にあります。 

なお、供用開始後（公共下水道事業開始後）27 年が経過しています。 

 

 

 

 

 

 

 

  

下水道がどれだけ普及しているかを表
します。 

処理区域内人口 

行政区域内人口  
×100 

下水道普及率（％） 

人口と下水道普及率の推移（実績） 

5.6 
5.9 6.0 5.9 

5.4 

0.6 
1.0 

1.5 

2.1 
2.4 

15.4%
21.0%

30.3%

39.6% 52.3%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

－
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6

H5

(1993)

H7 H9 H11 H13 H15 H17 H19 H21 H23 H25 H27 H29 R1
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（年度）

人口 (万人) 下水道普及率 (％)

人口 水洗化人口 下水道普及率
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また、本市は公共下水道事業の開始（平成 5 年度）が遅かったこともあり、これまで下水道普及率は

増加を続けてきたものの、令和元年度の下水道普及率は全国平均（79.7％）や大阪府全体（96.7％）

と比較して低い水準にあります。さらに、大阪府内の 43 市町村別に比較しても、本市は 3 番目に低い

水準にあります。 

 

下水道普及率の比較 

49.6% 50.5% 51.3% 51.9% 52.3%

95.8% 96.1% 96.3% 96.5% 96.7%

77.8% 78.3% 78.8% 79.3% 79.7%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

H27(2015) H28 H29 H30 R1(2019)

（年度）阪南市 大阪府 全国

下水道普及率（％）

※国土交通省、公益社団法人日本下水道協会、大阪府ホームページより  

普及率（％） 

大阪府内の他市町村との下水道普及率比較（令和元年度末時点） 
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（２）人口と水需要の減少  

日本の総人口は、少子高齢化が急速に進展した結果、平成 22 年をピークに減少に転じ、人口減少化

社会を迎えています。本市においても平成 15 年度をピークに人口が減少傾向にあり、今後も減少が顕

著になるものと見込まれています。 

また、国立社会保障・人口問題研究所の「日本の地域別将来推計人口（平成 30（2018）年推計）」

によると、平成 27 年度から令和 27 年度までの 30 年間で、本市の 15～64 歳の人口が 53.3％減少

し、約 1 万 5 千人となり、75 歳以上の人口が 45.0％増加し約 9 千人となることが見込まれていま

す。 

これに加え、近年の節水機器の普及や節水意識の向上及び定着等により、今後も水需要が年々低下し

ていくことが予想されます。 

 

 

 人口の状況  

全国及び阪南市の将来人口推計 

7 6 5 4 4 3 3 

32 
29 26 23 21 17 15 

9 
9 

7 
6 

6 
7 

6 
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10 
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9 

54 
51 

48 
44 

41 
37 

33 

127 125 123 119 115 
111 
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0

10

20

30

40

50
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70

H27(2015) R2 R7 R12 R17 R22 R27(2045)
（年度）

全国（百万人）阪南市（千人）

0～14歳 15～64歳 65～74歳 75歳以上 全国

※国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 30（2018）年推計）」より 

⚫ 本市は全国的に見ても下水道普及率が低く、今後の整備には相当の費用と年月が必要となります。 

課題  

⚫ 下水道事業における社会資本総合整備計画（５か年計画）として、平成 27 年度から令和元年度の期間

で整備面積約 16ha、整備延長約 6.8ｋｍの整備を実施し、平成 27 年度からの下水道普及率が 2.7%増

の 52.3％となっています。 

現在の取組  
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有収水量とは、使用料徴収の対象となった汚水の水量で、有収率とは、1 年間に処理した汚水量の合

計に占める有収水量の割合です。つまり、有収率は処理した下水量がどの程度収益につながっているの

かを測る指標であり、この数値が高いほど使用料徴収の対象にならない処理水量が少なく効率的である

といえます。また、汚水管路施設の維持管理や修繕の必要性の判断基準にもなります。 

本市の令和元年度の年間有収水量は 2,390 千㎥であり、人口減少や省資源化の影響を受け、ここ数

年で横ばいとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 有収水量の状況  

年間有収水量の推移（実績） 

2,290 

2,352 
2,380 2,383 2,391 

2,420 
2,391 2,405 2,416 2,415 

2,389 2,390 

2,000

2,100

2,200

2,300

2,400

2,500

年間有収水量(千㎥)

（年度）

年間有収水量
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本市の令和元年度の水洗化人口は 24,411 人であり、汚水管渠を整備した区域内の人口に対して実

際に公共下水道に接続した人口の割合を示す水洗化率は 86.7％となっています。水洗化率の指標は、

水質保全や使用料収入の確保の観点から、一般的には 100％となっていることが望ましいとされてい

ます。本市は 1 年間の水洗化件数は年々増加していますが、人口減少に伴い水洗化人口が減少傾向にあ

ります。 

 

 

 水洗化の状況  

  

水洗化率（％） 

下水道が利用できる人のうち、どのく
らいの割合の人が下水道に接続し、実
際に利用しているかを示す指標です。 

×100 
水洗化人口 

告示済人口  

有収率の推移（実績） 

84.4%

87.2%

84.8%

81.2%

85.5%

70%

75%

80%

85%

90%

H27(2015) H28 H29 H30 R1(2019)

有収率（％）

（年度）

有収率

  

×100 

有収率（％） 

年間有収水量 

汚水処理水量  

汚水処理水量のうち、使用料の徴収対象
水量の割合であり、割合が高いほど使用
徴収できない不明水が少なく、効率的で
す。 
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水洗化人口と水洗化率の推移（実績） 

24,801 24,710 24,665 24,475 24,411 

89.2% 88.5% 87.8% 86.8% 86.7%
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水洗化人口（人） 水洗化率（％）

水洗化人口 水洗化率

水洗化件数の推移（実績） 
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（３）施設の老朽化  

本市の令和元年度末時点における管渠は、雨水管は 29 ㎞、汚水管は 116 ㎞となっています。また、

主な管渠の種類別にみると、雨水管は主にヒューム管を使用しており、汚水管は主に塩ビ管を使用して

います。ヒューム管は強度が高いという特徴を持つ鉄筋コンクリート製の管で、塩ビ管は軽量で耐久性

及び施工性が良いという特徴を持つプラスチック製の管です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

管渠等の種類別延長（令和元年度末時点） 

塩ビ管

77,164 

塩ビ管

5,626 

ヒューム管

35,948 

ヒューム管

17,327 

その他

2,601 

その他

6,197 

汚水管

雨水管

（m）

塩ビ管 ヒューム管 その他

⚫ 未接続世帯への訪問を行い、アンケート調査を毎年実施してきました。 

⚫ 公共下水道未整備区域について、計画的・効率的に整備を進めるとともに、供用開始された処理区域内

の未接続世帯に対して、水洗化促進に向けた取組を強化してきました。 

現在の取組  

⚫ 水需要の低下が見込まれる中、不明水を減少させる等、有収水量を維持していく必要があります。 

⚫ 水洗化率の減少が進んでおり、今後も公共下水道整備済区域内における未接続世帯を対象に、水洗化促

進を実施していく必要があります。 

課題  

（29㎞） 

（116㎞） 

29  
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法令等で規定されている管渠の標準的な耐用年数は 50 年とされていますが、大規模開発地の管渠を

引継いだこともあり、10 年以内に約 20 ㎞の管渠が標準耐用年数を迎えることになります。また、約

25 年後には、標準耐用年数を迎える管渠が汚水管で約 12km、雨水管で約 8km と最長となります。 

今後、老朽化した管渠の更新が増加していくため、費用も含めた効率的な対策が必要です。 

 

耐用年数を迎えた管渠の更新の他、老朽化や臨時的な事象等により破損した管渠についても随時更新

を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

破 損 し た 管 渠 の 写 真 

※ 管渠の上部が破損しています。 ※ 木の根が管渠に侵入しています。 

耐用年数を迎える管渠（令和元年度末時点） 

0

5

10

15

20

25

管渠延長(km)

（年度）汚水管 雨水管

10年以内に 

約 20㎞（汚水管） 

ピークは 25年後の 

約 12㎞（汚水管） 
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その他、管渠以外の施設としてマンホールポンプを有しています。マンホールポンプとは、地形的に

自然勾配で下水を流下させることが困難な場合または自然流下方式では建設費が著しく増加する場合

に、マンホール中にポンプを設け、汲み上げる施設のことです。本市のマンホールポンプ施設の状況は

以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 
マンホール 

ポンプ名 

設備内訳 
設置年月 

口径 揚程×揚水量 

1 自然橋 150 ㎜ 4.5ｍ×2.37㎥/分 平成 8 年 5 月 

2 箱の浦 150 ㎜ 27ｍ×1.98㎥/分 平成 6 年 3 月 

3 箱作 65 ㎜ 5.0ｍ×0.283㎥/分 平成 11 年 10 月 

4 尾崎 1 号 65 ㎜ 6.1ｍ×0.16㎥/分 平成 14 年 4 月 

5 福島 65 ㎜ 9.0ｍ×0.164㎥/分 平成 10 年 4 月 

6 さつき台 50 ㎜ 6.6ｍ×0.071㎥/分 平成 20 年 3 月 

7 緑ヶ丘第 1 100 ㎜ 37.4ｍ×0.61㎥/分 平成 21 年 3 月 

8 緑ヶ丘第 2 65 ㎜ 15ｍ×0.16㎥/分 平成 22 年 3 月 

マ ン ホ ー ル ポ ン プ 施 設 の 一 覧 

⚫ 平成 26 年度において、長寿命化計画を立て、令和元年度まで緑ケ丘地区にて下水道管渠の改築更新を

実施しました。 

現在の取組  

⚫ 下水道新規整備と老朽化施設の更新の両方を考慮しながら、整備効果の高いエリアの設定を行い、今後

策定を予定している経営戦略に沿って効率的な投資を行う必要があります。 

課題  
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（４）厳しい財政事情  

収益的収支とは、1 年間の事業活動で発生した使用料収入等の収益と、これに対応する費用を表し、

その差額は利益となります。 

令和元年度の収益的収支は、収益的収入が約 11.0 億円であり、このうち使用料収入は約 3.4 億円と

なっています。また、収益的支出が約 10.8 億円であり、主な内訳としては、減価償却費が約 6.3 億円

で収益的支出の 58.2％、流域下水道維持管理負担金が約 1.9 億円で 17.5％を占めています。 

本市の下水道使用料は大阪府の中でも高い料金設定ですが（11 ページ参照）、これだけでは経費を

賄えておらず、一般会計からの繰入金等に依存している状況です。 

 

 

資本的収支とは、施設や管渠等の建設改良及び企業債償還金等の支出と、その財源となる収入を表し

ます。建設または更新がなされた施設は将来にわたって稼働するため、1 年間の収入と費用を計上する

収益的収支とは区分されます。 

令和元年度の資本的収支は、資本的収入が約 5.9 億円であり、このうち企業債が約 3.9 億円、出資

金（繰入金）が約 1.5 億円となっており、企業債と繰入金に依存しています。また、資本的支出は約 9.4

億円であり、内訳としては施設や管渠への投資（建設改良費）が約 1.5 億円で資本的支出の 15.7％、

企業債償還金が約 7.9 億円で 84.3％を占めており、この企業債償還金が大きな負担となっています。

資本的収入額が資本的支出額に不足する額約 3.5 億円は、主に令和元年度分損益勘定留保資金（現金の

支出を伴わない費用等によって内部に残る資金）で賄っています。 

 

ア  収益的収支の概況  

イ  資本的収支の概況  

収益的収支の概況（令和元年度決算） 

下水道使用料

338

他会計負担金・
補助金
425

長期前受金戻入

316

その他
収益
17

流域下水道
維持管理
負担金
189

減価償却費

626

支払利息
及び
企業債
取扱諸費

129

その他
費用
131

純利益

21

0 500 1,000

支出

収入

金額(百万円）

（11.0億円）

（10.8億円）

下水道使用料のみで経費を賄えていない 
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収益性を示す指標として、経常収支比率と経費回収率があります。令和元年度の本市の経常収支比率

は 102.1％、経費回収率は 71.1％となっています。これらは、類似団体と比較すると低い数値となっ

ており、使用料収入等の経常収益により汚水処理費等の経常費用を十分に賄うことができていないこと

を示しています。 

 

  

ウ  収益性の状況  

  

経常収支比率（％） 

×100 
経常収益 

経常費用  

料金収入や一般会計繰入金等の収益
で、経常的な費用がどの程度賄われて
いるかを表す指標です。 

  

経費回収率（％） 

×100 
下水使用料 汚水処理に要した費用に対する、使用

料による回収程度を表す指標です。 汚水処理費用  
(公費負担分除く) 

資本的収支の概況（令和元年度決算） 

企業債

394

負担金

11

補助金

35

出資金

149

差額

346

建設改良費

147

企業債償還金

788

0 500 1,000

支出

収入

金額（百万円）

（9.4億円）

（5.9億円）

差額は内部留保資金等で充当 

償還金の割合が大きい 
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※ 類似団体の詳細については 12 ページに記載しています。 

 

公共下水道事業の一般会計からの繰入金は、近年 3.8 億円から 5.2 億円の間で推移しており、繰入

金を除く収益的収支はマイナスが続いている状況です。 

 

 

 

エ 繰入金の状況  

経常収支比率 

※令和元年度末時点 

経費回収率 

一般会計からの繰入金（収益的収支）の推移（実績） 

405,472 
489,557 511,700 

377,703 

283,756 

14,945 

7,751 
7,840 

0 

141,426 

－

100

200

300

400

500

600

H27(2015) H28 H29 H30 R1(2019)

繰入金（千円）

（年度）基準内繰入金 基準外繰入金

102.1%
109.6%

80%

90%

100%

110%

阪南市 類似団体平均

経常収支比率

経常収支比率

71.1%

112.0%

0%

50%

100%

150%

阪南市 類似団体平均

経費回収率

経費回収率（％）
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繰入金比率とは、総収益に対する繰入金の割合です。本市の令和元年度の収益的収支は、総収益 11

億円に対して他会計繰入金（雨水処理負担金を含む）は 3.7 憶円であり、繰入金比率は 38.8％となっ

ています。本市は、類似団体と比較しても他会計からの繰入金に依存しており、本来の収入源となる下

水道使用料のみではコストを賄うことができない状況にあります。 

  

※ 類似団体の詳細については 12 ページに記載しています。 

 

 

 

 

 

 

 

  

その性質上企業の経営に伴う収入をもって充てることが適当でない経費や、その公営企業の性質上能率的な経
営を行ってもなおその経営に伴う収入のみをもって充てることが客観的に困難であると認められる経費等につ
いて、一般会計等が負担すべき経費（例えば、雨水処理や分流式下水道等に要する経費等）です。 

  
公益性の観点から、例外的に一般会計から公営企業会計に繰り出す経費のうち、総務省から公営企業に対する
繰出基準に合致しない経費です。  

基準内繰入金 

基準外繰入金 

  

総収益に対する繰入金の割合であ
り、繰入金依存度を表す指標です。 

総収益 

他会計
繰入金 

雨水処理
負担金 ×100 

＋ 

繰入金比率（％） 

収益的収支  繰入金比率（令和元年度末時点） 

38.8%

23.6%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

阪南市 類似団体平均

繰入金比率

繰入金比率（％）
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管渠等の施設を更新するための資金調達手段として、企業債の発行があります。ただし、人口減少が

予測される中で、その資金の多くを企業債の発行により賄うことは、将来世代へ負担を繰り延べること

にもなるため、世代間負担の公平性への考慮が必要となります。 

本市の企業債残高は、平成 27 年度の約 74.9 億円から令和元年度の約 62.8 億円へと年々減少傾向

にあります。これは、平成 15 年度以降の行財政改革により下水道整備への投資や企業債の発行を抑制

していたためです。 

 

オ 企業債残高の状況  

企業債残高の推移（実績） 

7,493 
7,233 

6,876 
6,678 

6,284 

4,000

6,000

8,000

H27(2015) H28 H29 H30 R1(2019)

企業債残高

（百万円）

（年度）

企業債残高

⚫ 汚水処理に要した費用をできる限り使用料収入で賄えるように、費用の削減を推進していく必要があり

ます。 

⚫ 下水道普及率を高め下水道使用者を増やすことにより、下水道使用料収入や下水道への流入水量を増加

させ、汚水処理にかかる費用の低減に努める必要があります。 

⚫ 施設・管渠の更新に必要な財源を確保するため、収支のバランスの見直しを検討するとともに財源構成

を検討する必要があります。 

⚫ 下水道整備のために必要となる企業債の負担に備えて、使用料と繰入金の構成比（受益者負担の在り

方）を検討した財政計画の策定を進める必要があります。 

課題  

現在の取組  

⚫ 平成 30 年度より地方公営企業法を一部適用（財務規定等）し、経営状況や財政状況の明確化、事務事

業の効率化及び経費削減を図り、事業の健全経営に努めています。 

⚫ 平成 31 年４月より手数料の見直し、令和元年度 10 月より平均改定率８％の下水道使用料の値上げを実

施しました。その結果、下水道使用料は 3.4 億円で前年度より 2.9％増加しました。 
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（５）組織と職員の状況  

本市は平成 31 年 3 月までは上下水道部として水道業務課、水道工務課、下水道課を配置していまし

たが、平成 31 年 4 月から水道部局が大阪広域水道企業団と統合したため、上下水道部を廃止し下水道

課を事業部に移管しました。 

下水道課は、総務班と整備班で事務分掌を行っています。総務班は、主に予算や決算に関することや、

公共下水道の供用開始区域の決定等を行っています。整備班は、主に下水道事業の計画等に関すること

や、工事の設計及び施工に関すること等を行っています。 

 

職員数の推移をみると、著しい人員の変動はなく安定して推移しているものの、逓減している状況で

す。 

 また、職員の年齢構成をみると 40 歳以上の職員が多くを占めています。勤続年数については勤続

25 年以上の職員が多くを占めている一方で、下水道事業にかかる経験年数は約 4 年となっています。 

 組織の状況  

 職員の状況 

職員数の推移（実績） 

※平成 18 年度から平成 29 年度までは特別会計、平成 30 年度からは公営企業会計 
※平成 22 年度から平成 26 年度までの損益勘定所属職員 1 名は再任用職員 

組  織  機  構 （  令  和  元  年  度  末  時  点  ）  

5 5
4

5 5 5 5 5 5 5 5 5
6 6

6 6
6 5 5 5 5 5 5

4 4 4 3 3

0

2

4

6

8

10

12

（年度）

損益勘定所属職員 資本勘定所属職員

職員数（人）
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⚫ 事務職員及び技術職員ともに、ノウハウの継承が行えるよう、若手職員の確保や人材育成を行う必要が

あります。 

課題  

年齢別職員構成 勤続年数別職員構成 

30歳未満

11%
30歳以上40歳未満

11%

40歳以上50歳未満

11%
50歳以上

67%

30歳未満

30歳以上40歳未満

40歳以上50歳未満

50歳以上

15年未満

22% 15年以上25年未満

0%

25年以上

78%

15年未満

15年以上25年未満

25年以上

※令和元年度末時点 
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（６）大規模地震の発生リスクの増大  

世界的に自然災害が多く発生する中、日本においても東日本大震災、阪神淡路大震災等をはじめとし

て大規模な地震災害が各地で多く発生しています。また、気象庁の「南海トラフ地震関連解説情報」（令

和 2 年 12 月）によると、南海トラフ巨大地震の今後 30 年以内の発生確率は 70～80％と推定され

ています。このような環境下では、被災を想定して被害の最小化を図る「減災」とともに、重要な施設

の耐震化を図る「防災」への取組が求められています。 

 

  

⚫ 大規模地震や津波等の災害発生時においても、下水道施設の被害を最小化し、また、迅速に復旧し安定

給水を行うため、管渠の改築に併せて耐震化を図るとともに、地震発生時に早急に回復できるよう減災

のための取組を行う必要があります。 

課題  

現在の取組  

⚫ 下水道ＢＣＰ（下水道業務継続計画）の策定や民間団体と災害復旧支援協定を締結し、災害対策を行っ

ています。 

 

阪 南 市 の 南 海 ト ラ フ 巨 大 地 震 ハ ザ ー ド マ ッ プ 
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（７）持続可能な開発目標の推進  

平成 27 年 9 月に開催された国連持続可能な開発サミットにおいて、人間、地球及び繁栄のための行

動計画として、17 のゴールと 169 のターゲットからなる「持続可能な開発目標（SDGｓ）」が掲げ

られました。このうち、下水道分野においてはゴール 6 の「すべての人々の水と衛生の利用可能性と持

続可能な管理を確保する」ことを中心とした取組が求められます。本市においても阪南市版ＳＤＧｓに

取り組んでいます。 

 

 

 

  

⚫ 持続可能な管理の確保に向け、効率的かつ経済的な整備手法を選択し、さらに公共用水域のさらなる水

質改善と公衆衛生の向上に努める必要があります。 

課題  

（出典：国際連合広報センターホームページ） 

持 続 可 能 な 開 発 目 標 （ S D Gｓ ） 
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（８）類似団体の比較のまとめ  

本市の課題に関連する経営指標について、類似団体との比較結果を示すと以下のとおりとなります。

グラフは標準偏差方式で示しており（類似団体平均を 50）、類似団体の経営指標平均と比較して数値

が良好かどうかを表しています。 

※ 類似団体の詳細については 12 ページに記載しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 経営指標の類似団体比較結果  

経営指標の類似団体比較（令和元年度末時点） 

繰入金比率 水洗化率 

経常収支比率 有収率 

経費回収率 

（高いほど良好） 
偏差値 

0

20

40

60

阪南市 類似団体平均（50）
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施設の効率性について、有収率は 80％以上で推移していますが、類似団体よりも低くなっています。 

また、水洗化率も類似団体よりも低く、下水道の普及についても課題がある状況です。 

なお、施設の老朽化の状況については、本市は平成元年度から工事に着手しており、比較的新しい管

渠が多く占めています。しかしながら、開発により移管された管渠については、布設から 50 年を超え

る管渠がある状況です。 

 

 

 

 

 

 

 

※ ▲は高い方が良好な指標、▼は低い方が良好な指標 

 

経営の効率性について、経費回収率は類似団体よりも低い水準にあり、また、汚水処理にかかる費用

を使用料収入で賄うことができおらず、他会計からの繰入金に依存している状況を示しています。 

財政状態の健全性について、経常収支比率は経費回収率と同様に、類似団体よりも低くなっています。 

 

※ ▲は高い方が良好な指標、▼は低い方が良好な指標 

 

  

 投資に関する状況  

経営指標  
令和元年度末時点  

阪南市 類似団体平均 

施設の効率性 

有収率 ▲ 85.5% 88.0% 

水洗化率 ▲ 86.7% 94.3% 

 財政に関する状況  

経営指標 
令和元年度末時点  

阪南市 類似団体平均 

経営の効率性 

経費回収率 ▲ 71.1% 112.0% 

繰入金比率 ▼ 38.8% 23.6% 

財政状態の健全性 経常収支比率 ▲ 102.1% 109.6% 

投 資 に 関 す る 経 営 指 標 

財 政 に 関 す る 経 営 指 標 
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第３章  基本理念と基本方針  

１  基本理念  

（１）経営の基本方針と施策目標  

下水道事業の現状と課題を整理した上で、最も根本的な考え方となる「基本理念」、具体的な方策と

なる「基本方針」を定め、これにもとづき各種の取組が実施されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）経営戦略  基本理念  

 

基本理念を、「次世代へつなぐ下水道」としました。 

「つなぐ」という言葉には、過去から今へ、そして今から未来へと、次の世代へ引き継いでいくこと

だけではなく、今と次の世代をつなぎ、下水道と人をつなぐという意味を込めています。 

そして、次世代に負担を残さず事業を「つなぐ」ため、経営戦略が不可欠となります。 

 

 

 

 

  

次世代へつなぐ下水道 
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２  経営の基本方針と各種計画について  

（１）基本方針  

基本方針については、財政面だけではなく更新等の整備面（投資）も含めた形として、「計画的かつ

効率的な事業推進」及び「収支のバランスが取れた経営」としました。 

（２）基本方針と施策について  

 

（３）基本方針と各種計画との整合について  

基本方針にもとづき、以下の各種計画とも整合を図ります。 

 

 

 

 

 

 

  

 

収益的収支・資本的収支のバランスを図る  

収支バランスを考慮した投資 

財政計画  

投資計画  

基本方針② 収支のバランスが取れた経営 

  

収益的収支・資本的収支における計画的で効率的な予算執行  

新規整備及び更新事業における計画的で効率的な事業推進 

財政計画  

投資計画  

基本方針① 計画的かつ効率的な事業推進 

  

  

・大阪湾流域別下水道総合整備計画（平成 22年～令和 7年）  

・阪南市総合計画（平成 29年～令和 3年） 

・阪南市生活排水処理基本計画（平成 24 年～令和 4年） 

・阪南市立地適正化計画（平成 30年～令和 20 年） 

大阪府の計画 

阪南市の計画 
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第４章  財政計画・試算と今後の方向性  

下水道事業において安定した汚水処理を行うためには、下水道の普及を促進するための新規投資と下

水道設備や管渠の健全性を維持するための更新投資を行う必要があります。ただし、こうした新規投資

と更新投資には多大な資金が必要になります。特に新規投資について、市全域の整備を行うことは、人

口減少が進む現状においては困難であると考えられます。そのため、投資の方向性を定めた上で、新規

投資事業と更新投資事業に必要な財源を確保し、持続可能な下水道事業を実現するための取組が非常に

重要となります。 

具体的には、徹底して「計画的かつ効率的な事業推進」に取り組み、事業運営にかかる経常的なコス

トの削減により「収支のバランスが取れた経営」を図るとともに、下水道施設等の計画的な新設・更新

等により投資の合理化を進めることが必要となります。 

また、予防保全による適切な維持管理や、災害発生時に備えた取組も重要となります。 

 

１  投資計画  

（１）投資の内容  

本市では、下水道事業による社会資本総合整備計画や令和 2 年 5 月に策定した下水道ストックマネ

ジメント計画（*3）等、下記の計画にもとづき、投資計画を策定します。 

 

また、本市の投資は下記の２種類に大別し、下水道普及率の低さや管渠の老朽化への対応を行ってい

きます。 

 

 

 

 

 

  

  

新規投資  普及の促進 

更新投資  管渠の健全性の維持 

  ストックマネジメント計画  

収支のバランスを踏まえ、下水道施設を計画的かつ効率的に管理していきます。 

  ＢＣＰ（業務継続計画）  

大雨・地震等の災害時に下水道業務を計画的かつ効率的に継続させていきます。 

  耐震化（国土強靭化計画）  

計画的かつ効率的に未耐震の施設の耐震化（強靭化）を図ります。 

  社会資本総合整備計画（下水道事業）  

新規整備において効率的かつ効果的な整備普及に努めていきます。 
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新 規 投 資 の 予 定 額 （ 千 円 ）  

 

 

 

 

下水道事業は膨大な施設を保有しており、これらの状況を適切に管理する必要があります。本市

の下水道ストックマネジメント計画は、これらの施設を適切に管理し、下水道サービスを持続的に

提供していくため、施設の点検及び調査による健全性の把握と、健全性に応じた施設の修繕及び改

築による機能の維持及び向上といった計画的な維持管理をすることを目的として策定しました。 

 

（２）新規投資の方向性  

令和元年度の本市の下水道普及率は 52.3％であり、大阪府内の 43 市町村の中で 3 番目に低い状況

です。本市は平成元年度から平成 14 年度にかけて集中的に下水道工事を実施し、下水道普及率を伸ば

してきました。しかし平成 15 年度からは管渠等の下水道施設の整備事業を抑制し、下水道普及率が低

水準に留まっているため、下水道普及率の向上に向けた新規投資が必要です。 

本市の基本理念として掲げた効率的な事業推進のため、平成 30 年度に策定した「阪南市立地適正化

計画」（*4）における「居住促進区域（都市再生特別措置法上の居住誘導区域）」を参考に新規投資を

計画しています。なお「居住促進区域」は「阪南市立地適正化計画」において、「公共交通を軸として、

公共交通を利用し、歩いて暮らせる範囲のエリア」と設定しています。今後 10 年間において、当該区

域を中心とした投資を実施します（次ページ参照）。 

今後 10 年間の新規投資に係る事業費については、約 19.7 億円を予定しており、整備面積 33ha、

下水道普及率 63%（令和 12 年度末時点）を見込んでいます。 

現段階での事業認可区域外の整備については、今後の人口動態等の社会情勢を鑑み、計画の見直しを

図り、関係部局と連携し、浄化槽を含めたより効率的な手法で汚水処理整備を検討していくこととしま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

※ 工事費のみの金額 

 

 

人口減少や高齢化が進む中、地域の活力を維持するとともに、医療、福祉及び商業等の生活機能

を確保し、市民が安心して暮らせるよう、公共交通と連携したまちづくりを進めていくことが必要

です。 

立地適正化計画制度を活用することにより、都市全体の観点から、居住機能や都市機能の立地、

交通の確保、公共施設の再編、医療及び福祉の増進及び空き家対策等の様々なまちづくりに係る施

策を進めていくことができます。 

本市の「阪南市立地適正化計画」（平成 30 年 8 月）は、従来の都市計画を中心とした土地利用

計画に加え、都市機能や居住機能を誘導することで、持続可能なまちづくりを推進することを目的

として策定しました。 

年度 R3(2021) R4 R5 R6 R7 

金額 81,600 184,800 259,400 202,600 241,800 
      

年度 R8 R9 R10 R11 R12(2030) 

金額 231,000 215,000 198,400 210,200 152,000 

*3 ストックマネジメント計画 

*４ 阪南市立地適正化計画 
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（３）更新投資の方向性  

ストックマネジメント計画にもとづいた中長期的な管渠の更新を実施します。本市では法定耐用年数

に到達した管渠は少ないですが、特に令和 26 年度には供用開始当初の資産が耐用年数を迎え、将来的

には多額の更新投資が必要となります。 

管渠の老朽化が進むと、大規模な漏水や道路陥没といった事故が発生し、安定的な下水道事業の運営

ができなくなる恐れがあります。また、将来的に管渠等設備の更新費用が集中して発生する恐れがあり

ます。 

ストックマネジメント計画により、今後 10 年間の更新投資に係る事業費について、約 4.3 億円（改

築更新管延長 2.4 ㎞）を予定しており、これにより、管渠の老朽化対策、管渠の強靭化を行います。 

 

 

 

 

 

※ 工事費のみの金額 

 

  

年度 R3(2021) R4 R5 R6 R7 

金額 14,600 32,300 45,200 75,600 31,600 
      

年度 R8 R9 R10 R11 R12(2030) 

金額 31,600 63,200 55,200 42,300 40,000 

更 新 投 資 の 予 定 額 （ 千 円 ）  
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２  財源計画  

（１）財源目標  

 

経費回収率は汚水処理に要した費用を使用料収入でどれだけ賄っているかを示す指標であり、独立採

算の公共下水道事業においては、100％とすることが原則です。 

本市の下水道事業は、令和元年度の経費回収率が 71.1％であり、一般会計から多額の基準外繰入金

を受けて事業を運営しています。将来的に一般会計に依存しない自立した経営を実現するため、継続的

なコスト削減策の検討や、必要に応じて使用料の見直しを行うことで収益的収支のバランスを保持する

とともに経費回収率 73％以上を維持することを財源目標とします。そして経費回収率 100％に可能

な限り近付けることをめざします。 

また、使用料収入や一般会計からの繰入金等の収益で、維持管理費や支払利息等の費用をどの程度賄

えているかを表す指標である経常収支比率については、100％以上を維持することを財源目標としま

す。なお本市の令和元年度の経常収支比率は 102.1％です。 

 

25 ページの「繰入金の状況」に記載のとおり、本市の下水道事業においては一般会計から資金が繰

り入れられています。一般会計からの繰入金は基準内繰入金と基準外繰入金に分けられます。基準外繰

入金の発生は、下水道事業で発生する経費が、下水道使用料等の収益で賄えていないことを意味します。

今後、基準外繰入金を削減することで、一般会計からの繰入金額の適正化を図ります。 

  

ア  経費回収率を 73％以上、経常収支比率 100％以上を維持する  

イ  繰入金を現状水準以下とする  

・経費回収率 73％以上を維持する 

・経常収支比率 100％以上を維持する 

・繰入金を現状水準以下とする 

財源目標 
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（２）財源確保のための取組の内容  

今後、管渠等の新規投資や更新に要する費用が多額となることが見込まれるため、これらの投資につ

いての試算を勘案した上で、安定的な経営を可能とするため必要に応じて新たな使用料体系の構築を検

討する必要があります。 

また、使用料水準の見直しに当たっては、併せて使用料体系の見直しも実施することで利用者にとっ

て公正妥当な使用料体系の実現を図ります。 

 

新規投資や老朽化した管渠等設備の更新等の投資に必要な財源確保のために企業債の発行は不可欠

です。本市の企業債規模は類似団体と比較して低い水準を維持しています。企業債は基本的に使用料収

入を原資として償還するものであることから、将来世代への負担も鑑みつつ、必要な投資が十分に行え

るよう企業債を発行していきます。 

 

企業債と同様に新規投資や老朽化した管渠等の更新等の投資及び下水道事業の運営に必要な財源確

保のために一般会計からの繰入金は不可欠です。財源目標にも記載のとおり、基準外繰入金を削減し、

適正な水準での繰入金確保を図ります。 

 

 

 

 

 

ア  使用料に関する事項  

イ  企業債に関する事項  

ウ  繰入金に関する事項  

⚫ 定期的に使用料制度の見直しを行い、適正な使用料水準及び使用料体系の実現を図ります。 

⚫ 大阪府の中でも高水準となっていることも踏まえ、下水道使用料の体系について、検討を重ねていくと

ともに、適正な使用料水準の実現をめざします。 

今後の取組  

⚫ 一人あたり有収水量の減少や将来的な水洗化人口の減少による下水道使用料の減少が見込まれる中で、

将来世代に過重な負担を強いることがないように、計画的な発行及び償還を行い、企業債残高を適切な

水準に維持します。 

今後の取組  

⚫ 毎年の繰入金について、一般会計と調整を行い現状の水準からの抑制を行いつつ、適正な水準の繰入金

の実現を図ります。 

今後の取組  
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投資の財源として補助金は重要な要素を占めており、これまでも国庫補助金の積極的な獲得に努めて

きました。補助金は国が定める交付要綱に従って支給されますが、今後も積極的に補助金の獲得に努め

ます。 

 

（３）その他の取組の内容  

本市ではこれまで人員の定数管理は継続的に行い、定員の適正化及び組織の効率化を図ってきました。

一方で本市の職員は約 8 割が 40 代以上となっており、専門性を有する技術者の育成･確保が課題とな

っています。 

適正な人員確保とともに下水道事業に携わる職員としての専門的知識・技能の習得を支援する体制の

整備を図ります。 

 

本市では平成 30 年度より公営企業会計を導入し、予算書及び決算書等の数値情報についてより分か

りやすい情報開示を行っています。 

また、広報誌やホームページを利用しての注意喚起や、大阪府と連携して、下水道フェスティバルの

開催や処理場見学等を実施しています。今後も市民の皆様に公共下水道事業について知っていただく

PR 活動を実施します。 

  

エ  補助金に関する事項  

ア  定員の適正化、人材育成  

イ  下水道の見える化  

⚫ 将来的な安定経営を見据えた適正な人員確保を図ります。 

⚫ 適正な技術継承のため、泉州地域の他団体との連携や下水道事業団、各協議会主催の研修への参加等、

下水道事業の技術面での研修機会の増加を図ります。 

今後の取組  

⚫ 生涯学習推進室の出前講座メニューや広報誌及びホームページを活用し、引き続き各種注意喚起を行う

とともに、下水道の利点等注意喚起以外の情報の充実等により、市民の皆様に下水道事業に興味を持っ

ていただく機会の増加を図ります。 

今後の取組  

⚫ これまでと同様に、本市で重要となる新規投資の財源確保のため、大阪府や国に意見を発信するととも

に、国庫補助金の積極的な獲得を図ります。 

今後の取組  
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近隣市町村や大阪府と積極的に協力して、下水道事業の広域化・共同化を推進させ、包括的民間委託

を含めた民間活力の推進をしたいと考えています。広域化・共同化の計画は、大阪府が流域下水道ごと

にまとめて策定していく予定で、本市も積極的に参画しています。将来的には維持管理等を一括して実

施することを理想としています。本市においては、将来の広域化・共同化を見据え、まずはできること

から実施することが必要となります。 

 

これまで、管路施設の修理待機業務や使用料徴収、メーター検針業務等の他団体への委託を行ってき

ましたが、今後も委託形態の見直しも含めて民間活用の可能性について検討し、効率的な経営と事業運

営の活性化を図ります。 

 

本市では分流式下水道となっていますが、強度降雨時にマンホールや汚水管の継ぎ目等から、多量の

不明水（雨水）が汚水管に混入することで溢水や宅内の排水が流れにくくなる事象が発生し、また処理

費用が増加する原因となっています。 

このような状況に対処するため、下水道管の調査及び点検を実施し、原因となっている箇所の補修を

実施しています。 

さらに、不明水対策を進めていき、有収率（17 ページ参照）の向上を図り、収益の改善を図ります。 

 

カ  水洗化向上の促進  

水洗化率の減少が進んでおり、今後も公共下水道整備済区域内における未接続家屋を対象に、水洗化

促進を実施していきます。  

ウ  広域化・共同化の推進  

エ  民間活用の推進  

オ  不明水対策  

⚫ 災害訓練や災害対策用の機材の融通等、近隣市町村と共同・共有可能な事業や資産を検討し、近隣市町

村と共同事業の活性化を図ります。 

今後の取組  

⚫ さらなる業務委託導入に向け、他市の状況を踏まえて積極的な検討を実施します。 

今後の取組  

⚫ 浸入水がある管渠や汚水桝の補修及び改築更新を計画的に行うことにより、早期解消に向けて努力して

いきます。 

今後の取組  

⚫ 未水洗化アンケート調査を充実させ、未接続要因を詳細に分析し、接続率向上のための方策を検討して

いきます。 

今後の取組  
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３  財政試算（シミュレーション）  

（１）人口の将来推移  

本市の人口については、国立社会保障・人口問題研究所による人口の将来推計と、令和元年度末時点

の人口の実績値等を勘案して試算しており、その結果、経営戦略期間で 7 千人程度の人口減少を見込ん

でいます。なお、新規投資による普及の増加により水洗化人口は微増する見通しとなっています。 
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（２）投資内訳の将来推移  

投資計画に記載の新規投資、更新投資の金額をグラフ表示したものです。令和元年度の投資の実績は

1.3 億円ですが、新規投資を実施することから令和 4 年度以降、毎年 2.1 億円～3.3 億円と現状の水

準を上回る投資を見込んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

投資内訳の将来推移 
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（３）繰入金の将来推移  

後述の企業債償還金の影響により（47 ページ参照）、一般会計からの繰入金（収益的収入と資本的

収入の合計）は経営戦略期間の前半は高い水準となるものの、中盤以降減少する見込みです。ただし、

平成 30 年度の実績は約 4.6 億円、令和元年度の実績は約 5.7 億円です。令和 7 年度までは令和元年

度水準より高い状態で推移しますが、令和 8 年度以降は令和元年度水準を下回る試算となっています。 

 

  

繰入金の将来推移 

623 630
605 616 601

579
542

504
475 461

432

300
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（４）企業債の将来推移  

毎年企業債発行額よりも企業債償還金の方が多くなるため、企業債残高は徐々に減少する試算です。

特に経営戦略期間の前半は企業債発行額と企業債償還金の差が大きく、毎年 3 億円～4 億円の企業債

残高の減少を見込んでいます。中盤以降徐々にその差は減少しますが、毎年 1.5 億円程度は企業債残高

が減少する見込みです。なお、企業債の金額には、支払利息分を含んでいません。 

企業債残高の将来推移 

5,901 5,487
5,124

4,821
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千
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企業債発行額と企業債償還金の将来推移 
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（５）使用料収入の将来推移  

使用料収入は前述の水洗化人口と同様に微増する見通しとなっています。このグラフは使用料改定を

実施しない場合のものですが、定期的に使用料体系の見直しは実施します。 
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（６）経費回収率の将来推移  

現行のシミュレーションでは使用料の改定を想定していないため、使用料収入の大きな増加がない以

上、経費回収率の劇的な改善はない見通しとなっています。ただし、汚水処理費の見直し等により、現

状の水準以上の経費回収率を維持できる見通しとなっています。 
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（７）経常収支比率の将来推移  

使用料収入以外の一般会計繰入金等の収益、維持管理費や支払利息等の費用を勘案した経常収支比率

については、100％以上を維持できる見通しとなっています。 

 

 

  

経常収支比率の将来推移 

100.6%

100.1% 100.1% 100.1% 100.1% 100.1% 100.1% 100.1% 100.1% 100.1% 100.1%

98%

99%

100%

101%

102%

（年度）
経常収支比率

経常収支比率

（％）



第４章 財政計画・試算と今後の方向性 

 

51 

 

（８）収支計画   
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４  財政試算（シミュレーション）の前提条件  

収 益 的 収 支 の 前 提 条 件 

業務量

・年間有収水量＝人口推計×1人1日当たり有収水量×年間日数

⇒人口推計（社人研）＝令和元年度の現在処理区域内人口×普及率（投資の影響を反映）×0.85

（水洗化率）×人口増減率

⇒1人1日当たり有収水量＝令和元年度の1日当たり有収水量÷令和元年度の現在処理区域内人口

⇒年間日数＝365or366

使用料収入

・使用料収入＝年間有収水量×使用料単価

⇒年間有収水量＝上記

⇒使用料単価＝令和元年度の下水道使用料収入（料金収入）÷有収水量

他会計繰入金（基準内） ・雨水処理に係る経費見積を元に推計

その他営業収益 指定業者登録　年5件×12,000円＝60,000円

営業収益

長期前受金戻入

（既存長期前受金の戻入）

・国庫補助金等により取得した固定資産の減価償却に応じて収益化

（新規長期前受金の戻入）

・国庫補助金等：固定資産の耐用年数により収益化

・資本的収入の他会計繰入金（企業債償還に係るもの）：減価償却費×令和元年度の繰入割合

・資本的収入の他会計繰入金（その他）：即時収益化

他会計繰入金（基準内） ・汚水処理に係る経費見積を元に推計

他会計繰入金（基準外） ・その年の収益的収支差額がゼロとなるように繰入

その他営業外収益 マンホールポンプ占用料5,000円（流域返還金は不透明のため、除外）

営業外収益

特別利益 ・原則として「0」を計上

収益的収入合計

人件費 ・昇給を鑑み、毎年度0.8%逓増。

光熱水費 ・令和2年度予算に年間有収水量の増減率を乗じて推計

通信運搬費 ・令和2年度予算を横ばいで推計

委託費

・使用料徴収委託料とそれ以外に仕分けの上、徴収委託料には令和元年度実績に人口推計の増減率を

乗じて求め、それ以外の委託料は令和2年度予算横ばい。また、年度ごとに見込まれている経費は別

途計上。

修繕費＋管渠費の工事請負費 ・令和2年度予算を横ばいで推計

流域下水道維持管理負担金
・令和２年度予算に年間有収水量の増減率を乗じて推計（ただし令和３年度～令和４年度まで毎年度

1千万円ずつ増額、令和7年度以降は負担割合の増分を反映）

減価償却費

（既存固定資産の減価償却費）

・耐用年数に基づき減価償却費額を算定

（新規固定資産の減価償却費）

・投資計画における建設改良費額を平均耐用年数（下記見込）、残存価額10%で、取得翌年度より償

却

⇒管渠50年、設備等15年、施設利用権（流域）45年

その他営業費用 ・令和2年度予算を横ばいで推計

営業費用

支払利息

（既存発行分）

・現在の企業債償還額明細書により算定

（新規発行分）

・支払利息＝下記企業債を以下の想定で償還した場合の支払利息を試算

⇒元利均等返済、公共と流域は5年据置25年償還（30年）、平準化債は3年据置17年償還（20年）

で推計

⇒新発行債の発行利率は年1.0%で設定

（借換債）

・現状予定している起債台帳により算定

その他営業外費用 ・令和2年度予算を横ばいで推計

営業外費用

特別損失 ・令和2年度予算を横ばいで推計

収益的支出合計

収支 収益的収支差額

年間有収水量（千m
3
）

収

益

的

収

支

収

入

支

出

試算条件項目
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※ 社会資本整備事業とは、社会資本総合整備計画にもとづき下水道の整備を実施していくものです。

詳細については、用語集に記載しています。 

  

資 本 的 収 支 の 前 提 条 件 

企業債

・公共下水道事業債：事務費を含む公共下水道事業費（管路建設費）の47.61％（平成23年度～平
成30年度実績の平均値）で試算。ただし令和3年度～令和6年度は直近の計画に基づく。
・流域下水道事業債：流域建設負担金の100％（10万円未満切り捨て）で試算
・資本費平準化債：令和元年度補正予算（350,100千円）、令和2年度当初予算（320,300千
円）、令和３年度（130,000千円）、令和４年度（90,000千円）、令和５年度（40,000千円）、
令和６年度以降（0千円）で試算

・借換債：令和3年度（106,200千円）、令和9年度（164,000千円）で試算

他会計繰入金（基準内） ・企業債償還予定を元に推計

他会計繰入金（基準外） ・資金残高を維持するように繰入

国庫補助金
・過年度実績に基づき計上（管路建設費×25％で推計）。ただし令和3年度～令和6年度は直近の計
画に基づく。

受益者負担金 ・過年度実績に基づき計上（管路建設費×6%で推計）

その他 ・原則として「0」を計上

資本的収入合計

事業費

（投資）
①既存施設の更新投資

⇒改築事業のシナリオ設定結果に基づき計上（整備計画見直し結果を反映）
②新規投資
⇒国土交通省提出の社会資本整備事業（※）を基本として計上
（人件費等）
・過年度の実績及び昇給を鑑み、毎年度0.8%逓増

流域下水道建設費負担金
・令和3年度～令和7年度は大阪府流域下水道事業経営戦略を参考に推計
・令和8年度以降は令和3年度～令和7年度の最大値

企業債償還金

（既存発行分）
・企業債償還金＝償還予定額により計上
（新規発行分）
・企業債償還金＝上記企業債を以下の想定で償還

⇒元利均等返済、公共と流域は5年据置25年償還（30年）、平準化債は3年据置17年償還
（20年）で推計
⇒新発行債の発行利率は年1.0%で設定

その他 ・原則として「0」を計上

資本的支出合計

収支 資本的収支差額

試算条件項目

資
本
的
収
支

収
入

支
出
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 第５章  事後検証・更新（進捗管理）  

１  経営戦略の事後検証  

経営戦略の計画期間は令和 3 年度から令和 12 年度の 10 年間とし、中長期的な視点での経営基盤

の強化等に取り組みます。この経営戦略を推進するため、また経営環境の変化に柔軟に対応するために、

毎年度進捗管理（モニタリング）を行うとともに、3～5 年に一度の頻度で点検及び見直し（ローリン

グ）を行います。 

 

 

 

 

  

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 

経営戦略  計画期間  

進捗管理 

点検・見直し 

R3.4  R4  R5  R6  R7  R8  R9  R10 R11 R12 R13.3 
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２  計画の推進と点検・進捗管理の方法  

経営戦略の推進のため、毎年度目標指標の達成状況を把握検証することで進捗管理を行います。 

また、5 年に一度、経営戦略における投資・財政計画と実績とのかい離及びその原因を分析し、その

結果を経営戦略等に反映させる「計画（Plan）－実施（Do）－検証（Check）－見直し（Action）（PDCA

サイクル）」を導入します。具体的には、計画を実施し、目標の達成状況の確認等を行い、審議会等に

よる外部有識者の審議を受けながら経営戦略の見直しについて検討します。その後、目標の達成状況や

見直した経営戦略を住民及び利用者へ公表します。 

 

 

  

P D C A サ イ ク ル の イ メ ー ジ 図 

PLAN 
（計画の策定） 

DO 
（施策の実施） 

ACTION 
（改善策の検討） 

CHECK 
（達成状況の確認） 

阪南市民 

・利用者 

   公表 

経営戦略 

審議会等 

議会 

定例監査 

審議 
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章末  附属資料・用語説明  

１  経営戦略策定審議会   

（１）委員名簿  

氏名 所属等 選出区分 

下村泰彦 (会長)  大阪府立大学 学識経験者 

鍬田泰子 (副会長)    神戸大学 学識経験者 

川原尚子   近畿大学 
公認会計士 

学識経験者 

米田伊津雄   市民委員 公募市民 

寺田雄揮   市民委員 公募市民 

 

（２）委嘱期間  

委嘱期間は令和 2 年 4 月 1 日から令和 3 年 3 月 31 日までです。 
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２  経営戦略策定審議会の検討内容  

 

  

  開催日 主目的 内容 

第 1 回 
令和 2 年 

7 月 22 日 

下水道事業の 

課題把握 

市長挨拶 

委員・事務局紹介 

会長・副会長の選出 

阪南市下水道事業経営戦略について 

第 2 回 
令和 2 年 

10 月 23 日 

投資を実現する財政試

算及び経営戦略骨子の

検討 

阪南市下水道事業の将来推計について 

阪南市下水道事業経営戦略骨子案について 

下水道事業の先進的な取組について 

第 3 回 
令和 3 年 

1 月 13 日 
経営戦略素案の検討 経営戦略素案について 

第 4 回 
令和 3 年 

3 月 26 日 
経営戦略の策定 

意見書について 

審議会意見集約 

答申 

その他 
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３  用語集  

用 語 説 明 

あ行 維持
い じ

管理費
か ん り ひ

 
日常の下水道施設の維持管理に要する費用のこと。具体的には、

人件費、委託料、修繕費、流域下水道維持管理負担金等で構成され

る。 

 一般
いっぱん

会計
かいけい

 
官庁会計の一つで、地方公共団体の行政運営の基本的な経費を網

羅して計上した会計のこと。特別会計で計上される以外のすべて

の経理を一般会計で処理しなければならない。 

 一般
いっぱん

会計
かいけい

繰入金
くりいれきん

 
一般会計から下水道事業会計に繰り出す財源のこと。下水道事業

会計から見ると繰入金、一般会計から見ると繰出金という。 

雨水
う す い

 降る雨の水、雨が降ってたまった水のこと。 

雨水
う す い

処理
し ょ り

負担
ふ た ん

金
きん

 
一般会計繰入金のうち、雨水処理に要する費用の負担分として下

水道事業会計に繰り入れられたもの。 

汚水
お す い

 
家庭、会社、工場等のトイレやお風呂から排出される汚れた水の

こと。工場や事業場から排出される工場排水等が含まれる。 

 汚水
お す い

処理費
し ょ り ひ

 
下水道の管理に要する費用のうち、汚水処理に要した費用のこと

であり、維持管理費と資本費（減価償却費や支払利息等）に分けら

れる。 

か行 管渠
かんきょ

 
家庭や工場等の下水を処理場まで流す施設のことで、下水道管と

人孔（マンホール）からなる。 

 管
かん

路
ろ

施設
し せ つ

 
管渠、マンホール、ます、取付管等の総称であり、汚水等を収集し、

ポンプ場や処理場等の放流先まで流下させる役割を担う施設のこ

と。 

 企業債
きぎょうさい

 
地方公営企業が行う建設改良事業等に要する資金に充てるために

起こす地方債のこと。 

 企業債
きぎょうさい

残高
ざんだか

 企業債の年度末残高のこと。 

 行 政
ぎょうせい

区
く

域内
いきない

人口
じんこう

 本市に住民票の登録のある人口のこと。 

 繰
くり

出
だし

基準
きじゅん

 
総務省から各地方公共団体へ通知される、基準内繰入金と基準外

繰入金を区別するための基準のこと。 

 経営
けいえい

比較
ひ か く

分析表
ぶんせきひょう

 
経営及び施設の状況を示す経営指標を算出して取りまとめたも

の。経営指標の経年比較や他の公営企業との比較を行い、現状や

課題を明確に把握するとともに、議会や住民に対する経営状況の

説明に活用すること等を目的として策定し公表される。 

 下水道
げ す い ど う

使用料
しようりょう

 汚水処理に必要な経費の一部として収集される料金のこと。 

 減価償却費
げんかしょうきゃくひ

 
固定資産の使用による経済的価値の減少額を、その資産の耐用年

数にわたって毎事業年度に費用化したもの。 
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か行 建設
けんせつ

改良費
かいりょうひ

 
固定資産の新規取得や、固定資産の機能を高めるため、あるいは

耐用年数を延長させるために要する費用のこと。 

 公営
こうえい

企業
きぎょう

会計
かいけい

 
地方公営企業法の財務規定等の適用を行い、建設に係る経理と管

理運営に係る経理の分離、発生主義の経理による期間損益計算の

導入や複式簿記を採用すること。これにより、事業の財政状態や

経営状況を明確化することができる。 

 公共下
こうきょうげ

水道
すいどう

（狭義） 
主として市街地における下水を排除し、または処理するために地

方公共団体が管理する下水道で、終末処理場を有するものまたは

流域下水道に接続するものであり、かつ、汚水を排除すべき排水

施設の相当部分が暗渠（地下に埋設された管渠）である構造のも

の。 

 公共用
こうきょうよう

水域
すいいき

 河川、湖沼、港湾、沿岸海域等の公共の用に供される水路のこと。 

 告
こく

示済
じ す み

人口
じんこう

 
公共下水道供用開始の告示（一定の事項を広く市民に周知させる

こと）を行った区域内の人口のこと。 

 国土
こ く ど

強靭化
きょうじんか

計画
けいかく

 
強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災や減災等に資す

る国土強靭化基本法にもとづく計画で、国土強靭化に係る国の計

画等の指針となるべきもの。 

 国庫
こ っ こ

補助
ほ じ ょ

金
きん

 
特定の施策を奨励するため、あるいは財政を援助するために国が

地方公共団体に交付する資金のこと。 

さ行 市街化
し が い か

区域
く い き

 
都市計画区域のうち、すでに市街地を形成している区域と、おお

むね 10 年以内に優先的かつ計画的に市街化を図るべき区域のこ

と。 

 事業
じぎょう

認可
に ん か

区域
く い き

 
都市計画事業として都市計画に定められた都市施設の整備を行う

にあたり、都道府県が認可した都市計画法上の事業区域のこと。 

 資本
し ほ ん

勘 定
かんじょう

所属
しょぞく

職 員
しょくいん

 全職員のうち、建設改良活動に従事する職員のこと。 

 社会
しゃかい

資本
し ほ ん

整備
せ い び

事業
じぎょう

 
下水道を含む各種インフラ施設の整備を行う事業のことで、社会

資本総合整備計画にもとづき整備を実施していくもの。 

 社会
しゃかい

資本
し ほ ん

総合
そうごう

整備
せ い び

計画
けいかく

 
国の社会資本整備総合交付金を活用し、社会資本整備事業を実施

しようとするときに作成する計画のこと。 

 終 末
しゅうまつ

処理場
しょりじょう

 
下水を最終的に処理して河川その他の公共用水域に放流するため

に下水道の施設として設けられる処理施設等のこと。 

 受益者
じゅえきしゃ

負担
ふ た ん

金
きん

 
下水道処理区域の土地所有者（受益者）が、下水道の事業費の一部

を負担するもの。 

 出
しゅっ

資金
し き ん

 
建設改良工事を行うために、一般会計等から出資された金額のこ

と。 

 浄化槽
じょうかそう

 
トイレや台所と連結してし尿等を処理し、下水道法に規定する終

末処理場を有する公共下水道以外に放流するための設備または施

設のこと。 

 処理
し ょ り

区域
く い き

 
トイレの汚水や台所、お風呂等の生活排水を、浄化槽によって浄

化することなく、下水道管へ放出し下水処理場で処理することが

できる区域のこと。 
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さ行 浸水
しんすい

 大雨により地域や家屋等が水につかる現象のこと。 

 水洗化
す い せ ん か

人口
じんこう

 下水道の処理区域内で実際に公共下水道に接続した人口のこと。 

 損益
そんえき

勘 定
かんじょう

所属
しょぞく

職 員
しょくいん

 
全職員のうち、建設改良活動以外の経営活動に従事する職員のこ

と。 

 損益
そんえき

勘 定
かんじょう

留保
りゅうほ

資金
し き ん

 
現金の支出を伴わない費用等によって内部に残る資金のこと。 

例えば減価償却費や資産減耗費は、過去に支出した建設費を費用

化したものであり、現金の支出を伴わない費用である。この金額

分は黒字経営である限り、確実に現金として公営企業内に留保さ

れることになる。 

この損益勘定留保資金があることにより、将来に施設を更新する

際の財源が確保されることになる。 

た行 他
た

会計
かいけい

繰入金
くりいれきん

 
その性質上公営企業の経営に伴う収入をもって充てることが適当

でない経費や、能率的な経営を行ってもなおその経営に伴う収入

のみをもって充てることが客観的に困難であると認められる経費

等について、一般会計等が負担する経費のこと。 

 地方
ち ほ う

公営
こうえい

企業法
きぎょうほう

 
水道事業、下水道事業等の地方公共団体の経営する企業（地方公

営企業）の組織、財務及び職員の身分について定めた法律のこと。 

 長期
ちょうき

前受金戻入
まえうけきんれいにゅう

 
固定資産の取得のために交付された補助金等について、減価償却

見合い分を収益化したもので、現金を伴わない収益のこと。 

 長 寿
ちょうじゅ

命化
みょうか

計画
けいかく

 
ストックマネジメントのうち、短期改築計画に該当し、計画的に

予防保全を行い、個別施設を対象にライフサイクルコストの最小

化を図るために、長寿命化（対象施設の一部の再建設あるいは取

替えを行うこと）を含めた改築計画を策定するもの。 

 特別
とくべつ

会計
かいけい

 
官庁会計の一つで、地方公共団体が特定の事業を行う場合、特定

の歳入歳出を、一般の歳入歳出と区別して別個に処理するための

会計のこと。 

 独立
どくりつ

採算制
さいさんせい

 
経営に要する経費は、税金ではなく経営に伴う収入（使用料）をも

って充てること。経費負担の公平性、公営企業経営の自主性の確

保を目的とする。 

 都市
と し

計画
けいかく

 
都道府県が指定した区域における、土地利用、都市施設整備、市街

地開発事業等の計画。都市計画区域は市街化区域と市街化調整区

域とに区分される。 

は行 ＢＣＰ
びーしーぴー

（業務
ぎょうむ

継続
けいぞく

計画
けいかく

） 
災害等の緊急事態が発生した際に、公営企業が損害を最小限に抑

え、事業の継続や復旧を図るための計画のこと。 

 富
ふ

栄養化
え い よ う か

 
海水や川の水に含まれる栄養分が自然の状態よりも増えすぎてし

まうこと。洗剤や農薬等に含まれる窒素やリンは、植物やプラン

クトンの栄養になり、植物やプランクトンが増加することにより

赤潮やアオコの発生につながる。 

 包括的
ほうかつてき

民間
みんかん

委託
い た く

 
維持管理等で複数の業務を⼀体的（包括的）に発注し、また、複数

年契約にて⺠間企業に委託すること。これにより⺠間企業のノウ

ハウを⽣かしつつ業務の効率化を図り、委託料の低減化を図る。 
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は行 ポンプ場
ぽ ん ぷ じ ょ う

 
下⽔等を揚⽔する目的のポンプ、配管、弁、補機類、制御設備等を

含む構造物のこと。下水が下水処理場等まで自然流下で流れない

場合に、下水を汲み上げるために設ける。 

ら行 流域下
りゅういきげ

水道
すいどう

維持
い じ

管理
か ん り

負担
ふ た ん

金
きん

 
流域下水道の管渠、ポンプ場、終末処理場の維持管理に必要な経

費について、流域関連市町村が負担する金額のこと。 

 流域下
りゅういきげ

水道
すいどう

幹線
かんせん

 
流域関連市町村の公共下水道幹線から排出された汚水を集めて終

末処理場へ導く幹線管渠のこと。 

 流域下
りゅういきげ

水道
すいどう

建設費
け ん せ つ ひ

負担
ふ た ん

金
きん

 
流域下水道の管渠、ポンプ場、終末処理場の建設改良に必要な経

費について、流域関連市町村が負担する金額のこと。 


